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九州電力株式会社川内原子力発電所保安規定変更 
認可申請の審査結果の取りまとめについて 

 

令和２年３月１８日  

原 子 力 規 制 庁 

１．経緯 

原子力規制委員会は、令和元年８月２日に、九州電力株式会社から核原料物質、核燃料物質

及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の２４第１項の規定に基づき、特定重大事故等対

処施設（以下「特重施設」という。）の設置に伴う川内原子力発電所原子炉施設保安規定変更認

可申請書※1を受理した。 

原子力規制庁は、本件申請について、令和元年１０月２日に改正した実用発電用原子炉及び

その附属施設における発電用原子炉施設保安規定の審査基準（以下「保安規定審査基準」とい

う。）に基づき、公開及び非公開の審査会合において審査を進めてきたところ、今般、審査にお

いて確認した事項を以下のとおり取りまとめた。 

 

２．審査において確認した事項  

 以下の内容について審査において確認し、保安規定審査基準を満足していることを確認した。 

（１）特重施設を用いたＡＰＣ等による大規模損壊への対応 

原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム（以下「ＡＰＣ等」とい

う。）による原子炉施設の大規模な損壊に対応するため、特重施設の運用について以下のとお

り定める。 

① 設備の運用管理について、重大事故等対処設備（以下「ＳＡ設備」という。）の場合と

同様に、次のとおりとする。 

a. 設計基準事故対処設備（以下「ＤＢ設備」という。）及びＳＡ設備と兼用しない特重

施設を構成する全ての設備について、新たにＬＣＯ・ＡＯＴ等の設定対象とする。 

b. 事故収束に必要な数量をＬＣＯとし、適用モードを１～６（原子炉格納容器（以下

「ＣＶ」という。）内に燃料が存在する期間）とする。 

c. ＡＯＴは、代替するＤＢ／ＳＡ設備が動作可能な場合、最大で３０日の延長※2 を可

能とする。なお、これらの設備については、地下階への設置又は同一機能を有する複

数設備の分散配置によりＡＰＣ等に対する一定の耐性を有するとともに、特重施設

と同程度の耐震性等を有する設備を設定している。 

② ＡＰＣ等に対処するために必要な措置の運用手順を追加する。 

（２）重大事故等への対応における特重施設の活用 

重大事故等時（以下「ＳＡ時」という。）に特重施設を活用するための運用について、以

下のとおり定める。 

① ＳＡ時に特重施設を活用して効果が期待できる手順全てに、「特重施設を用いた対応」

を追加する。 

                                                
※1 令和元年１１月１４日、令和２年１月２３日及び３月１２日に申請の一部補正 
※2 プラント停止までのＡＯＴは、代替するＤＢ設備が動作可能であることを確認した場合「３日」、代替する 

ＳＡ設備が動作可能であることを確認した場合「３０日」まで延長が可能。 
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② 重大事故等対処施設（以下「ＳＡ施設」という。）と特重施設の準備を同時に開始し、

特重施設の準備が早く完了すれば特重施設を用いた対応を優先する。その後、ＳＡ施設

の準備が完了すれば、水源の容量等を考慮し、特重施設を用いた対応からＳＡ施設によ

る対応に切替え、特重施設を待機状態とする。電源については、ＳＡ施設の電源の準備

が完了しても、原則特重施設の電源からの給電を継続する。 

なお、特重施設による炉心注入を実施する際には、ＣＶ圧力が一定値に達した段階でＣ

Ｖスプレイへ切り替えを行うことにより、ＣＶ過圧破損防止対策に悪影響を及ぼさない

方針とする。 

③ ＣＶ過圧破損防止対策としては、ＣＶバウンダリを維持できるＳＡ施設のＣＶ再循環ユ

ニットを用いる対策を優先する。その上で、ＣＶ再循環ユニットが使用できる見込みが

ない場合には、速やかに特重施設のフィルタベントを行う手順を整備する。 

（３）教育・訓練 

① ＡＰＣ等時に特重施設を用いるため、必要な力量を要員に付与するための教育訓練を行

うとともに、成立性の確認訓練等を実施する。 

② ＡＰＣ等時以外のＳＡ時に特重施設を用いるため、ＳＡ時の力量の維持向上のための教

育訓練や成立性の確認訓練に、中央制御室、特重施設の緊急時制御室及び緊急時対策所

の連携訓練等を追加する。 

③ 上記の教育・訓練は、特重施設を含むＳＡ施設の使用開始前までに実施する。本件申請

の特重施設の使用開始にあたっては、使用前検査に先立つ燃料装荷までに、特重施設の

設置に係る教育・訓練を全て実施する。なお、必要な力量を有する要員が確保できない

場合には、原子炉の運転を停止又は停止を継続する。 

（４）その他保安規定審査基準の改正の反映 

① ＳＡ時の手順に関する記載の適正化 

ＳＡ時に的確かつ柔軟に対処することを妨げないよう、手順に関する詳細な事項は、

下部規定で定めることとし、対応手段、優先すべき操作の判断基準の基本的な考え方及

び重要な配慮事項を規定する。 

② 事故収束に必要な臨機の措置の実施 

発電所長（緊急時対策本部長）は、必要な場合には、あらかじめ定めた手順等による

ことなく、事故収束に必要な措置を講じることができる旨を規定する。 

 

３．今後の予定 

本件申請に対する審査結果を取りまとめ、原子力規制委員会行政文書管理要領に基づく専決

処理※3にて処分する予定。 

なお、原子力施設の状況に応じたＬＣＯ等の継続的改善については、令和元年９月４日の原

子力規制委員会での議論に基づき事業者との間で検討を開始しており、事業者からの具体的な

提案を得て議論を進める。 

 
※3 原子力規制委員会行政文書管理要領の規定に基づき、原子力規制庁長官の専決として処理する。 



九州電力（株）川内原子力発電所
特定重大事故等対処施設の設置

に係る保安規定の審査の概要について

令和２年３月１８日
原子力規制庁

参考資料
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〇令和元年６月２６日
・原子力規制委員会が、特重施設の設置に伴う保安規定認可における審査の方針を了承

〇令和元年８月２日
・九州電力が川内原子力発電所の特重施設の設置に伴う保安規定認可申請書を提出（令

和元年１１月１４日、令和２年１月２３日及び３月１２日に一部補正）

〇令和元年１０月２日
・保安規定審査基準を一部改正し、特重施設のＬＣＯ及びＡＯＴを設定すること、重大

事故等発生時及び大規模損壊発生時に特重施設を活用すること、重大事故等対処施設
の使用開始にあたってあらかじめ必要な教育及び訓練を行うこと等を規定

〇令和元年８月２２日～令和２年２月２０日
・審査会合を実施（計５回）

１．審査の経緯
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-6-※系統構成はイメージ

⑦サポート機能
・電源設備
・計装設備
・通信連絡設備

フィルタ装置

①原子炉冷却材圧力
バウンダリの減圧
操作機能

⑤原子炉格納容器の
過圧破損防止機能

原子炉格納容器

原子炉減圧
操作設備

②原子炉内の溶融炉心の冷却機能
③原子炉格納容器下部に落下した
溶融炉心の冷却機能

④原子炉格納容器内の冷却・減圧
・放射性物質低減機能

注入設備水源

水素濃度
低減設備

⑥水素爆発による原子炉
格納容器の破損防止機能

⑧特定重大事故等対処施設を構成
する設備である ①～⑦を制御す
る機能
・緊急時制御室の設置

２．特重施設を構成する設備の概要



ＬＣＯ対象の特重設備が動作不能

所要数量を満足 ＬＣＯ満足

ＬＣＯ逸脱

代替するＤＢ設備が動作可能

ＡＯＴ３日

代替するＳＡ設備が動作可能

ＡＯＴ３０日

３０日以内に復帰完了

ＬＣＯ復帰 プラント停止

３．特重施設を構成する設備のＬＣＯ、ＡＯＴ等
【ＡＯＴを延長する際のフロー】

Yes

Yes

Yes

Yes

No

No

No

No

Yes

【例】

炉心注水設備（特重施設）の
ＬＣＯ逸脱時

非常用炉心冷却系のポンプ
（ＤＢ）が動作可能：

ＡＯＴ ３日

代替炉心注水系のポンプ
（ＳＡ）が動作可能：

ＡＯＴ３０日
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４．特重施設を用いた重大事故等対応時の運転手順
【特重施設を用いる重大事故等時の手順】

・ＳＡ時に特重施設を活用して効果が期待できる手順全てに「特重施設を用いた対応」を追加
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添付３ 重大事故等の発生及び
拡大防止に必要な措置の運用手順等

重大事故等対策に用いる特重施設の機能
【特重施設による対応手段】

表－２
原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に原子炉を冷却するた
めの手順等

原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作機能
【特重施設による１次系のﾌｨｰﾄﾞｱﾝﾄﾞﾌﾞﾘｰﾄﾞ】

表－３
原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等

原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作機能
【特重施設による１次系のﾌｨｰﾄﾞｱﾝﾄﾞﾌﾞﾘｰﾄﾞ】

表－４
原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に原子炉を冷却するた
めの手順等

炉内の溶融炉心の冷却機能
【特重施設による炉心注水】

表－６
原子炉格納容器内の冷却等のための手順等

格納容器内の冷却・減圧・放射性物質低減機能
【特重施設による格納容器スプレイ】

表－７
原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等

格納容器内の冷却・減圧・放射性物質低減機能
【特重施設による格納容器スプレイ】

表－８
原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等

炉内の溶融炉心の冷却機能
【特重施設による炉心注水】
原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却機能
【特重施設による格納容器スプレイ】

表－14
電源の確保に関する手順等

サポート機能（電源機能）
【特重施設から非常用高圧母線への給電】

表－15
事故時の計装に関する手順等

サポート機能（計装設備）
【緊急時制御室でのプラント状態の把握】



使用電源

原則ＳＡ電源への切替えは行わない

特重電源の準備

ＳＡ電源の準備

準備操作

＜基本的な考え方＞

使用設備
特重水源・ポンプなど

を活用
準備時間 ＳＡ水源・ポンプなどを活用

ＳＡ施設の準備

準備操作

＜電源の場合＞

４．特重施設を用いた重大事故等対応時の運転手順

特重施設の準備

準備は同時に開始

先に準備完了した設備
を使用開始する

水源の選択性等を考
慮して切替え

先に準備完了した設備を
使用開始

水源の容量等を考慮して
切替え

特重電源を活用準備時間

-9-

×

・ＳＡ施設と特重施設の準備を同時に開始する。
・特重施設の準備が早く完了すれば、特重施設を用いた対応を優先する。

・特重施設を用いた対応中にＳＡ施設の準備が完了すれば、水源の容量等を考慮し、ＳＡ施設を用い
た対応に切り替える（特重施設は待機状態）。
・電源については、ＳＡ施設の電源の準備が完了しても、原則特重施設の電源からの給電を継続する。



４．特重施設を用いた重大事故等対応時の運転手順
【ＣＶ過圧破損防止対策の優先順位の考え方】
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特重設備

ＤＢ設備
ＳＡ設備

ＣＶ規定圧力到達
▽

準備

代替炉心注入準備

判断基準 ＣＶ規定水位到達
▽

不具合発生

ＤＢ、ＳＡ設備復旧等

代替ＣＶスプレイ

＜ＣＶ再循環ユニットが使用できる場合＞

特重設備

ＤＢ設備
ＳＡ設備

ＣＶ規定圧力到達
▽

準備

代替炉心注入準備

判断基準

不具合発生

＜ＣＶ再循環ユニットが使用できないと判断した場合＞

ＤＢ、ＳＡ設備復旧等

フィルタベント

代替ＣＶスプレイ

ＣＶ再循環ユニットを用いたＣＶ内自然対流冷却

・ＣＶバウンダリを維持できるＣＶ再循環ユニットを用いた対策を優先する。

・その上で、ＣＶ再循環ユニットが使用できる見込みがない場合は、速やかにフィルタベントによる対応
を実施する。



②緊急処置訓練※

・SA時の特重施設の使用に係る内容を追加 ⑩SFP等への給水訓練

①アクシデントマネジメント教育※

・APC等発生時の特重施設による対応に係る内容を追加

・APC等以外の重大事故等発生時の特重施設による対応

に係る内容を追加
⑤特重施設の操作手順に係る教育訓練【新規】

成立性の確認訓練※

中央制御室主体の操作に
係る成立性確認

現場主体の操作に係る
成立性確認

⑥中央制御室主体の操作に
係る成立性確認訓練

(ｼﾐｭﾚｰﾀによる成立性確認)

中央制御室主体の操作に係
る重要事故ｼｰｹﾝｽの網羅性
を考慮し整理した重要事故ｼｰ
ｹﾝｽを対象に実施
（緊急時制御室の模擬操作及び中
央制御室と緊急時制御室の連携
の確認を追加

⑦技術的能力に係る
成立性確認訓練

技術的能力に係る審査
基準で要求されている19
の手順のうち、有効性評
価においてｸﾘﾃｨｶﾙとな
るものについて、役割に
応じ必要な手順の訓練を
実施
注：特重施設による対
応はないことから
対象外

⑧現場主体の作業・操作に係る成
立性確認机上訓練

現場主体の作業・操作に係る重要
事故ｼｰｹﾝｽの網羅性を考慮し整
理した重要事故ｼｰｹﾝｽを対象に机
上訓練を実施

（緊急時制御室の模擬操作及び
中央制御室と緊急時制御室の
連携の確認を追加）

⑨現場ｼｰｹﾝｽ訓練
全ての重要事故ｼｰｹﾝｽと19の手
順を網羅的に検証できる２つの重
要事故ｼｰｹﾝｽを対象に指定した
班で実施

（緊急時制御室の模擬操作及び
中央制御室と緊急時制御室の
連携の確認を追加）重要事故ｼｰｹﾝｽによる確認

技術的能力の
手順による確認

技術的能力の確認訓練※

⑫大規模損壊発生時の対応
に係る総合的な訓練

緊急時対策本部の指揮者等の状
況判断、特重施設要員及び専属
消防隊による操作並びに指揮者
等、特重施設要員及び専属消防
隊の連携を主眼に置いた訓練を
行う。

（特重施設を用いる場合の特重施
設の模擬操作及び緊急時制御室
と緊急時対策本部との連携の確
認を追加）

重大事故等対策における
力量の維持向上のための教育訓練

「2.1 可搬型設備等による対応」及び「2.2特重施設による対応」に係る内容を含む

凡例 赤太字：特重施設の設置に伴う変更

大規模損壊対応における
力量の維持向上のための教育訓練

「2.1 可搬型設備等による対応」に係る内容

「2.1 可搬型設備等による対応」及び「2.2特重施設による対応」に係る内容

「2.2特重施設による対応」に係る内容

⑬特重施設の操作に係る
成立性確認訓練【新規】

「効果の評価」における特
重施設の操作に係る成立
性を確認するための訓練
を実施する。

原子力防災業務計画に基づく原子力防災訓練（123条）
※訓練の実施計画を作成し、原子炉主任技術者の確認を得て、所長の承認を得る。

成立性の確認訓練※

⑪アクシデントマネジメント訓練

・大規模損壊発生時の対応手段に特重施設を追加

「2.1 可搬型設備等による対応」に係る内容を含む

「2.1 可搬型設備等による対応」及び
「2.2特重施設による対応」に係る内容 「2.2特重施設による対応」に係る内容

③力量維持訓練

④重大事故等発生時の対応に係る総合的な訓練

・SA時の対応手段に特重施設を追加

５．特重施設を用いた教育・訓練に係る対応
【全体俯瞰図】
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参考資料２ 特重施設設置による教育訓練の追加について（1/2）

①アクシデントマネジメント教育

知識ベースの教育訓練

（Ａ、Ｄを追加）

②緊急処置訓練

手順に係る役割に応じた力量の維持・向上訓練

（Ａ、Ｂ、Ｃを追加）

④重大事故等発生時の対応に係る総合的な訓練

組織の実効性を確認する訓練（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄを追加）
⑤特重施設の操作手順に係る教育訓練【新規】

特重事象発生時の操作手順の教育訓練を実施。

（制御盤操作、弁の操作訓練を含む。）

制御盤
【訓練イメージ】

５．特重施設を用いた教育・訓練に係る対応
【既存の教育・訓練からの変更点（１／２）】

特重施設設置に伴い既存の教育訓練に以下Ａ～Ｄを追加すると共に、新たな教育訓練を追加する。

Ａ．特重施設の機能・性能、使用方法、効果などの知識ベースの内容の追加

Ｂ．特重施設の操作手順（重大事故発生時及び大規模損壊発生時）に係る教育訓練の追加

Ｃ．特重施設を使用する上での関係箇所との連携に関する教育訓練の追加

Ｄ．臨機の対応に関する既存の教育訓練の内容に特重施設を追加
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⑥中央制御室主体の操作に係る成立性確認訓練

シミュレータによる成立性確認（Ｂ、Ｃを追加）

⑧現場主体の作業・操作に係る成立性確認

現場作業・操作の机上訓練（Ｂ、Ｃを追加）

⑨現場シーケンス訓練

２つの重要事故シーケンスを対象に指定した班で実施

（Ａ、Ｂ、Ｃを追加）

⑪アクシデントマネジメント訓練

大規模損壊発生時の想定を超えるような事象発生時におい

ても、臨機の判断・対応を行うための教育訓練

（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄを追加）

⑫大規模損壊発生時の対応に係る総合的な訓練

状況判断、操作、連携に関する訓練（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄを追加）

⑬特重施設の操作に係る成立性確認訓練【新規】

効果の評価における特重シーケンスを対象に

成立性を確認

（訓練システムを用いて特重シーケンスに関

する操作を模擬する。）

➣ 臨機の対応に関する対応能力をさらに高めるため、既存の教育訓練の内容に特重施設を加えて、内容を充実させていく。

５．特重施設を用いた教育・訓練に係る対応
【既存の教育・訓練からの変更点（２／２）】
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・特重施設を用いるための教育・訓練について、必要な力量を要員に付与するための
教育訓練、成立性の確認訓練等を行う。
・特重施設の使用開始にあたっては、使用前検査に先立つ燃料装荷までに、特重施設
の設置に係る教育・訓練を全て実施する。
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練
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の
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量
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習
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力
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持
っ
た
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力
量
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持
っ
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要
員
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成
立
性
確
認
訓
練
・
技
術
的
能
力
の

確
認
訓
練

燃
料
装
荷

５．特重施設を用いた教育・訓練に係る対応
【特重施設の使用開始前に行う教育・訓練】
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６．その他（ＳＡ時の手順に関する記載の適正化） （１／２）

変更後 変更前

添付３ 重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施基準

表－４ 操作手順

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等

②対応手段等

１次冷却材喪失事象が発生している場合

１ フロントライン系故障時

（１）代替炉心注入

当直課長は、非常用炉心冷却設備である充てん／高圧注入ポンプ及び余熱除去ポンプの故

障等により燃料取替用水タンク水を原子炉へ注入する機能が喪失した場合、以下の手順によ

り燃料取替用水タンク水等を原子炉へ注入する。

ア Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS タイライン使用）による代替炉心注入

当直課長は、Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS タイライン使用）により燃料取替用水
タンク水を原子炉へ注入する。

削除

イ 常設電動注入ポンプによる代替炉心注入
当直課長は、常設電動注入ポンプにより燃料取替用水タンク水等を原子炉へ注入する。常設
電動注入ポンプの水源は、燃料取替用水タンク又は復水タンクを使用する。

削除

添付３ 重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施基準

表－４ 操作手順

４．原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等

②対応手段等

１次冷却材喪失事象が発生している場合

１ フロントライン系故障時

（１）代替炉心注入

当直課長は、非常用炉心冷却設備である充てん／高圧注入ポンプ及び余熱除去ポンプの故

障等により燃料取替用水タンク水を原子炉へ注入する機能が喪失した場合、以下の手順によ

り燃料取替用水タンク水等を原子炉へ注入する。

ア Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS タイライン使用）による代替炉心注入

当直課長は、Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS タイライン使用）により燃料取替用水
タンク水を原子炉へ注入する。

(ア)手順着手の判断基準
１次冷却材喪失事象発生後、１系列以上の非常用炉心冷却設備による原子炉への注

入をほう酸注入ライン流量又は余熱除去ループ流量等にて確認できない場合において、

原子炉へ注入するために必要な燃料取替用水タンク水位が確保されている場合

イ 常設電動注入ポンプによる代替炉心注入

当直課長は、常設電動注入ポンプにより燃料取替用水タンク水を原子炉へ注入する。燃料

取扱用水タンクが使用できない場合は、復水タンクを使用する。

（イ） 手順着手の判断基準

Ａ格納容器スプレイポンプ（RHRS-CSS タイライン使用）の故障等により、原子炉への
注入を余熱除去ループ流量等にて確認できない場合において、原子炉へ注入するために

必要な燃料取替用水タンク等の水位が確保されている場合
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・ＳＡの対応時に的確かつ柔軟に対処することを妨げないよう、手順に関する詳細な事項を下部規
定で定める。
・「対応手段」、「優先すべき操作の判断基準の基本的な考え方」及び「重要な配慮事項」を規定する。

凡例

青字 ： 削除部分を示す。

赤字及び下線 ： 変更部分を示す。



６．その他（ＳＡ時の手順に関する記載の適正化） （２／２）

変更後 変更前

ウ可搬型電動低圧注入ポンプ又は可搬型ディーゼル注入ポンプによる代替炉心注入

当直課長は、可搬型電動低圧注入ポンプ又は可搬型ディーゼル注入ポンプ（以下「可搬型注入

ポンプ」という。）により淡水又は海水を原子炉へ注入する。水源は中間受槽を使用する。中間受

槽への供給は、淡水である宮山池又は海水を使用する。

削除

③配慮すべき事項

削除

１ 再循環不能時の原子炉格納容器内の冷却

代替再循環運転による格納容器再循環サンプ水を原子炉へ注入できない場合、余熱除去

系統格納容器再循環弁（外隔離弁）の開不能により再循環運転に移行できない場合又は

格納容器再循環サンプスクリーンが閉塞した場合は、充てん／高圧注入ポンプ等により燃

料取替用水タンク水を炉心へ注入するとともに、Ａ、Ｂ格納容器再循環ユニットを用いた原

子炉格納容器内自然対流冷却により原子炉格納容器内を冷却する。原子炉格納容器内

自然対流冷却ができない場合は、原子炉格納容器スプレイを実施する。

ウ可搬型電動低圧注入ポンプ又は可搬型ディーゼル注入ポンプによる代替炉心注入

当直課長は、可搬型電動低圧注入ポンプ又は可搬型ディーゼル注入ポンプ（以下「可搬型

注入ポンプ」という。）により淡水又は海水を原子炉へ注入する。水源は中間受槽を使用す

る。中間受槽への供給は、淡水である宮山池を使用し、使用可能な淡水がない場合は海

水を使用する。

(ア)手順着手の判断基準
常設電動注入ポンプの故障等により、原子炉への注入を余熱除去ループ流量等にて確

認できない場合

③配慮すべき事項

１ 優先順位

代替炉心注入に使用する補機の優先順位は、使用準備時間が早いＡ格納容器スプレイポ

ンプ（RHRS-CSSタイライン使用）を優先し、次に常設電動注入ポンプを使用する。可搬型
注入ポンプは使用準備に時間を要することから、あらかじめ可搬型注入ポンプ等の運搬、

設置及び接続の準備を行い、多様性拡張設備を含む他の注入手段がなければ使用する。

非常用炉心冷却設備である充てん／高圧注入ポンプ及び余熱除去ポンプの故障等によ

り燃料取替用水タンク水を原子炉へ注入する機能が喪失した場合、代替炉心注入に

より原子炉へ注入し、格納容器再循環サンプが再循環可能水位となれば代替再循環

運転を実施し、原子炉を冷却する。

２ 作業性

常設電動注入ポンプの水源確保に係るディスタンスピース取替えについては、速やかに作

業ができるように作業場所近傍に使用工具を配備する。

可搬型注入ポンプによる原子炉への注入に係る可搬型ホース等の取付については、速や

かに作業ができるように可搬型注入ポンプの保管場所に使用工具及び可搬型ホースを配

備する。

３ 再循環不能時の原子炉格納容器内の冷却

代替再循環運転による格納容器再循環サンプ水を原子炉へ注入できない場合、余熱除去

系統格納容器再循環弁（外隔離弁）の開不能により再循環運転に移行できない場合又は

格納容器再循環サンプスクリーンが閉塞した場合は、充てん／高圧注入ポンプ等により燃

料取替用水タンク水を炉心へ注入するとともに、Ａ、Ｂ格納容器再循環ユニットを用いた原

子炉格納容器内自然対流冷却により原子炉格納容器内を冷却する。原子炉格納容器内

自然対流冷却ができない場合は、原子炉格納容器スプレイを実施する。

凡例

青字 ： 削除部分を示す。

赤字及び下線 ： 変更部分を示す。 -16-


